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働き方改革・

長時間労働 

年代・雇用形態別にみていくと、特に

正社員を中心として時間外労働を行う

ことを前提とした働き方や働く場所・

働く時間帯が固定化されている状況が

あり、とりわけ、男性正社員について

は、時間外労働が生じていると考えら

れるという指摘がなされている（3頁）。 

記載なし。 両立支援対策報告書が掲げる「男

女とも育児・介護といった労働者

の家庭責任や私生活における希望

に対応しつつ、仕事やキャリア形

成と両立できるようにしていくこ

と」を実現するためには、職場全

体における労働時間の見直しが不

可欠であるが、残念ながら、両立

支援対策報告書においては、長時

間労働の是正という観点は極めて

希薄であるといわざるをえない

（2 頁）。 

子の年齢に

応じた両立

支援に対す

るニーズの

対応 

「特に女性が円滑にキャリアを形成

できるように配慮し、」と記載されて

いた（13 頁）。 

「男女ともに」と記載されている（3 頁）。 （評価できる。 

育児・介護は男女ともに担うべ

き） 
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⑴子が 3 歳

になるまで

の両立支援

の拡充 

①テレワー

クの活用促

進 

加えて、就業時間中は保育サービス

等を利用して就業に集中できる環境

が整備されるためには、例えば、保育

所等への入所に当たり、居宅内での

勤務と居宅外での勤務とで一律に取

扱いに差異を設けることのないよ

う、保育行政において徹底していく

ことが必要である、と記載されてい

る（16 頁）。 

削除。 保育所等への入所ができなけれ

ば居宅内で就業に集中すること

など不可能であり、保育所等へ

の入所はテレワークの大前提で

ある。そのため、テレワークの活

用を促進していくのであれば、

同時に、保育行政への働きかけ

も必要である（4 頁）。 

  テレワークが困難な業種・職種があることを

勘案し、努力義務とする場合には、業務の性

質・内容等からテレワークが困難な労働者を

テレワークが可能な職種等へ配置転換する

ことや可能な職種等を新たに設けることま

で事業主に求めるものではないこととする

ことが適当である、と記載されている（3

頁）。 

少なくともテレワークが可能な

職種等がすでに存在するのであ

れば、そうした職種等への配置

転換の検討も法的義務に含むよ

うな対策が必要である。さらに、

真の意味での仕事と育児・介護

の両立を実現するためには、い

ずれは可能な職種等の新たな設

置も使用者が義務づけられる方

向で検討されるべきである（3

頁）。 
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⑴子が 3 歳

になるまで

の両立支援

の拡充 

②現行の短

時間勤務制

度の見直し 

 

 記述が詳細になっただけで特段変更はなし。  

⑵子が 3 歳

以降小学校

就学前まで

の両立支援

の拡充 

①柔軟な働

き方を実施

するための

措置 

 

 

事業主の措置義務であることから、法

で定める最低基準としては全ての業

種・職種で対応することを求める仕組

みであるが、一方で、短時間勤務とテ

レワークなど、労働者が複数の制度を

組み合わせられることはより望まし

い。したがって、労働者が２以上の制

度を選ぶことのできる社内制度とする

ことを、法を上回る措置として推奨し

ていくことも求められる、と記載され

ている（16 頁）。 

個々の事情（家庭状況等）で２つの措置が利

用できない労働者が存在することを考慮し

て、可能な限り労働者の選択肢を広げるよう

工夫（３つ以上の措置を講ずることや、選択

した措置のうち当該措置の中でヴァリエー

ションを増やすなど）をすることが望ましい

旨、指針で示すことが適当である、と記載さ

れている（6 頁）。 

 

３つ以上の措置を講ずることな

どが望ましい旨、指針で示すこ

とは評価できるが、それだけで

は不十分である。少なくとも将

来的には、原則としていずれの

措置も労働者が選択できる制度

（可能な範囲で全ての選択肢を

選択可能とする制度）を構築す

べきであり、今回の法改正等で

も、今回定められる措置義務は

あくまで経過措置であることを

明示すべきである（4 頁）。 
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 とりまとめ案とほぼ同じ内容（15～16

頁）。 

ⅰ 各職場の事情に応じて、事業主が、柔軟

な働き方を実現するための措置の選択肢と

して、以下の中から、労働者が選択可能なも

のを２以上選択して措置を講じる義務を設

け、労働者は事業主が選択した措置の中から

１つ選べることとすることが適当である。 

a) 始業時刻等の変更 

b) テレワーク等（所定労働時間を短縮しな

いもの） 

c) 短時間勤務制度（育児のための所定労働

時間の短縮措置） 

d) 保育施設の設置運営その他これに準ずる

便宜の供与（ベビーシッターの手配及び費用

負担等） 

e) 新たな休暇の付与（労働者が就業しつつ

当該子を養育することを容易にするための

休暇） 

a) 始業時刻等の変更、b) テレワ

ーク等、c) 短時間勤務制度、d) 

保育施設の設置運営その他これ

に準ずる便宜の供与、と、e) 新

たな休暇の付与、は性質的に異

なる。a)～d)は日常的な働き方に

関連するものだが、e) 新たな休

暇の付与は突発的な事象等に対

応するために必要なものである

から、選択肢として並列するの

は問題がある。e) 新たな休暇の

付与については別途、全ての事

業主に適用される努力義務とし

たうえで、a) 始業時刻等の変

更、b) テレワーク等、c) 短時間

勤務制度、d) 保育施設の設置運

営その他これに準ずる便宜の供

与、これら４つの中から２以上

を事業主が選択して措置を講じ

る義務を設けるべき（5 頁）。 
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 記載なし。 ○ 対象とならない労働者 

・ 以下の労働者は対象外とすることが適当

である。 

ⅰ 日々雇用の者 

ⅱ 労使協定で以下について措置を講じない

ものとして定められた労働者に該当 

する場合 

a) 当該事業主に引き続き雇用された期間が

１年に満たない労働者 

b) １週間の所定労働日数が２日以下の労働

者 

 

柔軟な働き方を実現するという

労働者にとって本来であれば認

められる権利を、当該労働者の

意思を考慮せず定められてしま

う労使協定によって制限すべき

ではなく、また、労働組合も安易

に労使協定を締結すべきではな

い。 

そもそも、柔軟な働き方を実施

するための措置は、労働者が仕

事と育児・介護を両立させなが

ら勤務を継続していくことを目

的としているものであることか

ら、措置の対象とならない労働

者を設定すること自体が適当と

はいえない（5 頁）。 

⑵子が 3 歳

以降小学校

就学前まで

の両立支援

ⅴ 請求できる期間については、他の労

働者とのバランスや、短時間勤務制度

からの移行期間という観点から、小学

校就学前までとすることが適当であ

削除。 

 

小学校６年生までの期間は、教

育面や安全面での配慮から、親

子で過ごす時間を十分に確保し

なければ育児と介護の両立支援
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の拡充 

②所定外労

働の制限（残

業免除） 

る。 

 なお、この点について、 

・特に小学校１年生など子が新たな環

境になじむ期間も請求できるようにす

るべきではないかという意見や、 

・小学校６年生までの期間は、教育面

や安全面での配慮から、親子で過ごす

時間を十分に確保する必要があること

から、残業免除を請求できるようにす

るべきではないかという意見 

もあった、と記載されている（18 頁）。 

として不十分であることから、

残業免除を請求できるように法

改正すべきである。 

また、深夜業の制限に関しても、

小学校６年生までの期間は、安

全面での配慮から、深夜業の免

除を請求できるようにしなけれ

ば育児と介護の両立支援として

不十分といわざるをえない（5

頁）。 

⑶子の看護

休暇制度の

見直し 

ⅴ 子が診療を受けた日数の状況等を

勘案して、取得可能な子の年齢につい

ては、小学校３年生の修了までに引き

上げることが必要である。 

 なお、この点について、子が小学校高

学年であっても、子を単独で療養させ 

ることはできないことから、取得可能

な年齢をさらに引き上げるべきではな

いかとの意見もあった。一方で、男女

○ 子の対象年齢 

・ 請求できる期間は、子が診療を受けた日

数の状況等を勘案して、小学校３年生修了時

までとすることが適当である、と記載されて

いる（7 頁）。 

たとえ小学校高学年であって

も、病児が一人で食事の準備・投

薬管理などができるわけではな

く、日中子を単独で療養させる

ことは困難であり、一般的な共

働き世帯における子育ての実態

とは乖離している。疾病の罹患

時は、高学年であっても健康面

や安全面での配慮から子の看護
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の休暇の取得状況等を参考にすると、

女性に育児負担の偏りにつながりかね

ないことから、一律に取得可能な子の

年齢を引き上げるべきではないとの意

見もあった。この点、例えばひとり親

等において子の預け先の確保が困難な

どの事情が個別にある場合には、後述

の労働者の個別の状況に配慮した対応

が検討されるべきである。（後述３．及

び５．）、と記載されている（19 頁）。 

が不可欠となる場合も多い。そ

のため、看護休暇制度における

子の対象年齢は小学校６年生ま

でさらに引き上げるべきである

（6 頁）。 

  ○ 取得可能日数 

・ 子の病気のために利用した各種休暇制度

の取得日数等の状況等に鑑み、現行の 

日数（１年間に５日、子が２人以上の場合は 

１０日）を維持することが適当であ 

る、と記載されている（8 頁）。 

子がインフルエンザに１回罹患

しただけで看護休暇の取得日数

を超えてしまうこともありうる

のである。こうした状況に鑑み

ると、１年間に５日では不十分

である（6 頁）。 

⑷育児期の

両立支援の

ための定期

的な面談 

 ○ これまでより制度利用期間が延びること

で、制度の利用期間中に労働者の仕事と 

育児の状況やキャリア形成に対する考え方

等も変化することが想定されるため、（2） 

定期的な面談の実施は重要であ

る。もっとも、そうした面談にお

いて、妊娠・出産や育児休業・介

護休業等に関する言動により妊
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①の制度利用に関する面談等のほか、妊娠・

出産等の申出時、育児休業からの復職 

時、短時間勤務制度や(2)①で事業主が措置

した制度の利用期間中などの機を捉え、 

定期的な面談を行うことが望ましい旨、指針

で示すことが適当である、と記載されている

（8 頁）。 

娠・出産等した女性労働者や育

児休業の申出 ･ 取得者等の就

業環境を害するような発言が上

司等からなされるというハラス

メントが多数発生している。 

上司・同僚が、妊娠・出産や育児

休業・介護休業等に関する言動

により、妊娠・出産等した女性労

働者や育児休業の申出 ･ 取得

者等の就業環境を害することが

ないよう防止措置を講じること

が事業主に義務付けられている

ため、改めて厚生労働省として

も、広く啓発・周知等を行うべき

である（7 頁）。 

⑸心身の健

康への配慮 

 ○ 仕事と育児の両立のためにフレックスタ

イム制やテレワークなどを活用する際に、育

児負担と相まって、夜間の勤務や長時間労働

等を理由に心身の健康の不調が生じること

のないよう、育児期の労働者について、事業

長時間労働の是正につなげてい

くためには、ここで指摘されて

いる「勤務間の休息時間（いわゆ

る勤務間インターバル）の設定」

については「勤務開始時点から
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主が配慮を行うことや、労働者にセルフケア

を促すことが望ましい旨、指針で示すことが

適当である。この場合、例えば、テレワーク

での労働時間の適正な把握（「テレワークの

適切な導入及び実施の推進のためのガイド

ライン」等を参照とすること。）、面談による

労働者の健康状況への配慮、勤務間の休息時

間（いわゆる勤務間インターバル）の設定等

とすることが適当である、と記載されている

（8 頁）。 

２４時間以内に連続１１時間以

上の休息時間を付与する勤務間

インターバルの確保」であると

明確にする必要がある（2 頁）。 

２  仕事と

育児の両立

支援制度の

活用促進 

⑴制度の活

用をサポー

トする企業

や周囲の労

働者に対す

るサポート 

ⅱ 育児休業や短時間勤務を活用する

労働者の業務を、外部からの代替要員

や周囲の労働者によりカバーする場合

に、代替要員の雇用や周囲の労働者の

負担軽減を行う中小企業に対する助成

措置の強化や、企業規模にかかわらず、

制度利用者がいる職場の業務量・達成

目標の見直しや体制の整備などに関す

るノウハウの共有などが必要である、

と記載されている（22 頁）。 

〇育児休業や柔軟な働き方を可能とする環

境整備を行う中小企業に対する助成措置 

を強化することが適当である、○ 両立支援

制度の活用促進のための企業への支援とし

て、国は、好事例の収集・提供等を行うこと

により、企業規模にかかわらず、両立支援制

度の利用者が生じる職場における業務量・達

成目標の見直しや体制の整備などに関する

ノウハウの共有などを行うことが適当であ

る、と記載されている（8～9 頁）。 

両立支援対策報告書では、「代替

要員の雇用」とは明記されてい

ないものの、育児休業や柔軟な

働き方を可能とする環境整備を

行う中小企業に対する助成措置

の強化は、代替要員の確保を支

援する取組みとして掲げられて

いると解すべきである（7 頁）。 
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⑵育児休業

取得状況の

公表 

ⅴ また、政府において男性の育児休業

取得率の目標を掲げる場合には、取得

率だけでなく、男性の育児休業取得日

数や育児・家事時間等も含めた目標の

検討が必要である、と記載されている

（23 頁）。 

 

削除。 速やかに男性の育児休業取得日

数の増加や育児・家事時間の確

保も目指すべきであり、そのた

めには、男性の育児休業取得日

数や育児・家事時間等も含めた

目標の検討が現段階から必要で

ある（9 頁）。 

３  次世代

育成支援に

向けた職場

環境の整備 

 記述が詳細になっている。  

４  介護離

職を防止す

るための仕

事と介護の

両立支援制

度の周知の

強化等 

 

 

 記述が詳細になっているだけで、特段変更は

なし。 
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５  個別の

ニーズに配

慮した両立

支援 

⑴障害児等

に係る現行

の仕事と介

護の両立支

援制度の運

用の見直し 

 

 記述が詳細になっただけで、特段変更はな

し。 

 

⑵仕事と育

児の両立に

係る労働者

の個別の意

向の聴取と

配慮 

 記述が詳細になっただけで、特段変更はな

し。 

 

６  仕事と

育児・介護と

の両立支援

育介指針は、事業主等に対して、育児・

介護休業法の履行に当たり、取るべき

望ましい行動を示すことで、労使双方

削除。 事業主に対し、改めてすでに法

令等に定められたこれらの権

利・制度について、すべての労働
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に当たって

必要な環境

整備 

⑴両立支援

制度を安心

して利用で

きる制度の

在り方の検

討 

 

が安心して制度を活用できることに資

するものであることから、その内容が

理解しやすいものとなっているかにつ

いて不断に見直し、また、周知してい

くことが重要である、と記載されてい

る（27 頁）。 

者に周知、啓発することを義務

化すべきである。また、権利・制

度の理解促進にあたっては、研

修が効果的であるため、事業主

に対して研修実施を義務化すべ

きである。さらに、令和４年４月

１日施行の改正育児介護休業法

では、育児休業等についての個

別周知が義務化されたが、個別

周知義務の対象も妊娠、出産、育

児、介護に関するすべての権利・

制度に拡大すべきである。 

また、妊娠・出産・育児に関連す

るハラスメントについては、労

働局の雇用環境・均等部（室）が

迅速かつ適切に対応すべきであ

る。しかしながら、現状では、労

働局の雇用環境・均等部（室）は

機能しておらず、権限の付与も

不十分である（10 頁）。 
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比較表 

テーマ 20230619 研究会報告書 20231226 両立支援対策報告書 20240202 労弁意見書 

⑵プライバ

シーへの配

慮 

 記述が詳細になっているが特段変更なし。  

⑶心身の健

康への配慮 

ⅱ 仕事と育児の両立のためにテレワ

ークやフレックスタイム制などを活用

する場面では、夜間の勤務等を理由に

心身の健康の不調が生じないよう、事

業主の配慮（勤務間の休息時間（いわ

ゆる勤務間インターバル）や勤務時間

外の業務へのアクセス状況の確認、面

談による労働者の健康状況への配慮

等）を促すことが望ましい。 

また、労働者への配慮の一つとして、

出産後に早期に職場復帰する女性労働 

者が安心して働き続けられるよう、職

場で衛生的で落ち着いて搾乳できる場

所などを利用できることも望ましいこ

とから、その普及に向けた取組を進め

ることも考えられる、と記載されてい

る（28 頁）。 

削除（「心身の健康への配慮」については、8

頁に記載あり）。 

残念ながら、両立支援対策報告

書においては、長時間労働の是

正という観点は極めて希薄であ

るといわざるをえない。 

長時間労働の是正につなげてい

くためには、ここで指摘されて

いる「勤務間の休息時間（いわゆ

る勤務間インターバル）の設定」

については「勤務開始時点から

２４時間以内に連続１１時間以

上の休息時間を付与する勤務間

インターバルの確保」であると

明確にする必要がある（2 頁）。 
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テーマ 20230619 研究会報告書 20231226 両立支援対策報告書 20240202 労弁意見書 

⑷有期雇用

労働者の育

児休業取得

等の促進 

ⅱ 有期雇用労働者の育児休業制度に

関する周知を引き続き行うことが必要

である。その際には、女性労働者が産

前・産後休業に関する制度を知らずに

退職することで、育児休業を取得でき

ない場合もあることを踏まえ、産前・

産後休業の制度と併せて周知していく

ことが重要である、と記載されている

（29 頁）。 

削除。 法令等に定められた権利・制度

に関するすべての労働者への周

知、啓発の義務化とともに、有期

雇用労働者に対する育児休業等

に関する周知も別途義務化する

必要がある（11 頁）。 


